退職手当の見直しで総務省人事・恩給局と2回目の交渉を実施-6月21日

※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

公務労協は、6月21日、退職手当の見直しについて総務省と２回目の交渉を実施した。公務労協側は、岩﨑労働条件専門委員長をはじめ実務協議交渉委員が参加し、総務省側は寺田人事・恩給局参事官らが対応した。

冒頭、岩﨑委員長が、「今日は確認しておきたいこと、また、われわれの考え方を申し上げておくので、よろしくお願いしたい」と述べ、具体的な交渉・協議に入った。

まず、公務労協側は、6月13日の交渉・協議において、①官民較差の検証を行うとともに、将来に向けて民間企業の退職給付調査、比較方法等の基本ルールについて議論していくことを確認し、②今回は、退職手当法附則の調整率による基本額の調整を行うこととし、調整額は変えないという提案について、調整額には問題があると指摘したことを踏まえた上で、「調整額については、将来の課題として、問題の解決に向けた議論をさせてもらいたい」と強く要請した。

続いて、寺田参事官から、早期退職募集制度について、詳しい説明が行われた。

(1)再就職あっせんの禁止等による在職期間の長期化の状況等を踏まえ、年齢別構成の適正化を通じた組織活力の維持等を目的として、45歳以上（定年60歳の場合）の職員を対象に、透明性の確保された早期退職募集制度を導入する。

(2）各府省大臣は、①年齢、職位、勤務部署その他募集の対象範囲を特定する事項、②募集人数、③応募多数又は少数の場合の対応基準、④退職日又はその時期、などの募集内容や応募受付期間等を明示し募集を開始する。

(3）応募は職員の自発的なものとし、各府省大臣は、公務上必要な人材の場合などの理由を除いて、原則として認定をする。認定されたら、職員から辞表を提出してもらう。各府省大臣は認定数を公表することとする。

(4）退職手当は、①退職者の勤続年数に応じた定年退職と同じ支給率とし、②拡充した「定年前早期退職特例」の適用（定年前15年、定年前１年につき２～３％）とし、最大40％程度まで割増を可能（45歳で40％程度割増（現行は割増なし）、50歳で25％程度割増（現行20％）、55歳で10％程度割増（現行10％））とするものとする。

(5) 従来の「勧奨退職」関係規定は削除する方向で整理する。

これを受けて、公務労協側は次の点について質した。

(1)前回、0.39の原資を使うという説明だったが、その場合、１年に付き全府省でどのくらいの人数になるのか。原資総額や１人当たりの割増しはどのくらいか。

(2）現在は年齢に加えて「勤続25年以上」という縛りがあるが、今度は５歳引き下げるとすれば、例えば「20年以上」ということか。

(3）応募期間、退職日のイメージは？

(4) 不認定の例として、「公務運営上必要な場合」とはどういう場合か。

(5）退職手当の話ではないが、人事院の見解、あるいは有識者会議の中間整理にある「民間の再就職支援会社の活用」については、別途検討していくということでいいか。検討する際には、十分議論させてもらいたい。

　寺田参事官は、次の通り回答した。

(1)退職手当の平均金額は2700万円、そのうちの基本額は2500万円であるが、調査対象となった平成22年度の数字で見れば、定年・勧奨の部分が常勤全体で１万人いるため、2500万円を10000倍し2,500億円、これに調整率0.4を掛けて10億円が原資となる。21年度で見れば、定年・勧奨１万3,000人なので13億円となる。この程度の原資があれば割増しは可能とみている。50歳は現在も20％割増しなので、新たに必要なのは５％、45歳の場合には新たに40％必要となり、40歳台後半部分は７～800万円の割増しとなるので、を100人に加算するとすれば、そこで７～８億円が使われるものと推測している。

(2）「勤続25年以上」のままとすれば高卒者だけ認めることとなり、不公平となるので、そこは見直しを行っていきたい。

(3)応募の時期については、各府省の大きな人事がいつ行われているのかということで決まってくる。ただし、各府省毎に決めるとしても３月末が一番多いことになるのではないか。各府省が現在勧奨退職をどのくらい前から始めているのかや、民間の動向（おおよそ３ヵ月くらいが一般的とも言われている）等も踏まえて検討する。

(4）「公務運営上必要」というのは、現に多忙な業務に携わっている人、また今はそうではなくても将来期待できる人材のことであり、人事当局が不認定とすることがありうる。

(5) 「民間の再就職支援会社の活用」についても検討しており、説明していく。

以上の見解に対し、岩﨑委員長は、「検討状況については了解した。定年まで勤める、そして雇用と年金をしっかり接続することが基本であり、早期退職制度を設けることはそもそも疑問がある。また、あくまで応募に応じた場合であって職員に強制しないことを確約すべきだ。制度の詳細について、引き続き検討していくということであれば、その段階で改めて議論をさせてもらいたい」と要請した。

さらに、公務労協側は、「前回の交渉で経過措置については、参事官から「極めて高度な政治的判断になる」という話があった。退職手当は重要な労働条件であり、本来、労使の自律的交渉で決める課題だ。これまでの経過措置の経緯、400万円を超える厳しい減額となることを踏まえれば、３段階の経過措置が最低限必要だ。政治云々ではなく、事務局として最大限努力すべきであり、使用者としての責任を果たすよう全力で取り組んでもらいたい」、「公務員人生のゴールである定年を目前にして、退職金が減らされるというのは何ともひどい仕打ちだ。ここまできたら引下げ額はどうにもならないということであるならば、せめて３段階の経過措置は絶対に必要だ。われわれの思いを受け止め、政務三役に対してしっかりと説得してほしい」と強く要求した。

これに対し、寺田参事官は、「政治的判断と言っても、政治にお任せということではない。有識者会議においても、こうした大きな額の引下げとなる場合ソフトランディングが常識だという意見もあった。皆さんの意見は承った」と答えた。

最後に、公務労協側は「今日はわれわれの考え方を示した。特段の課題が出てこなければ、実務者協議は本日をもって一旦締めくくる。今後の進め方については、われわれと向き合って協議していくということを確認しているので、書記長レベル、委員長レベルでの交渉で最終整理を図っていきたい」と要請し、本日の交渉を終えた。

以上

